
平成２３年度事業実績について

平成２３年度事業実績の主なものは、次のとおりである。

　Ⅰ　一 般 状 況
　　１　会員等の状況

４２ 保険者 ４２ 保険者 ０ 保険者

２５６，２６６ 世帯 ※２５８，３２０ 世帯 ２，０５４ 世帯

４９２，５３９ 人 ※４８６，８８５ 人 △５，６５４ 人

１６，７０１ 人 ※ １９，２１５ 人 ２，５１４ 人

５０９，２４０ 人 ※５０６，１００ 人 △３，１４０ 人

１１９，４９６ 人 ※１２３，３７４ 人 ３，８７８ 人

      （※の数値は、平成２４年３月３１日現在の概数／沖縄県福祉保健部国民健康保険課提供）

　　２　役員の状況（平成２４年３月３１日／理事定数：１４名、監事定数：３名）

1 1 10 3 17

　　３　事務局の機構及び職員状況（平成２４年３月３１日／定数４７名）

専門員 相談員 非常勤 合計

1

1 2 10

4 25 36

23 46

2 2 9 22

7 2 59 115

　　４　診療報酬審査委員会　（４８名）

　　※審査運営委員会、専門部会、再審査部会は審査委員の兼務である

（※　１名）

　　５　柔道整復療養費審査委員会　（６名）

　　６　介護給付費審査委員会　（６名）

（６名）

区　　　　　分 平成２２年度 平成２３年度 増減

会　　員　　数

世　　帯　　数

国保被
保険者
数

一　　　般

退　職　者

合　　　計

後期被保険者数

区　分 理 事 長
副理
事長

常務
理事

計 監   事 合   計

現　数 2 14

理   事

区　分 係　　名 職員

事 務  局 長 1

総　 務 　課 　総務係、会計係 7

事　 業 　課 　事業係、保健事業係 7

医科
部会

審　 査　 課 　第一係、第二係、第三係 23

情報・介護課 　情報管理係、介護保険係 9

計 ９係 47

専門
部会 （※１６名）

（１名）

（４１名） 再審査
部会 （※３３名）

診療報酬
審査委員会

歯科
部会

再審査
部会 （※　６名）

（６名）

（４８名）

審査運営委員会

調剤
調剤再
審査（※６名）

医療
部会

介護給付費
審査委員会

（３名）

審査
部会

（３名）



　Ⅱ　事業実施状況

　　１　本会運営に関する事業

　　（１）総会の開催

　　　第１回通常総会　　平成２３年　７月２６日

　　　第２回通常総会　　平成２４年　２月２２日

　　（２）理事会の開催

　　　第１回理事会　　　平成２３年　５月２０日（書面評決）

　　　第２回理事会　　　平成２３年　７月　８日

　　　第３回理事会　　　平成２４年　２月　８日

　　　第４回理事会　　　平成２４年　３月　１日（書面評決）

　　（３）監事会の開催

　　　平成２２年度決算監査　　　　　　　　　 平成２３年　７月　４日

　　　平成２３年度　第１・四半期出納監査　 平成２３年　８月１９日

　　　平成２３年度　第２・四半期出納監査 平成２３年１１月２２日

　　　平成２３年度　第３・四半期出納監査 平成２４年　１月１７日

　　（４）独立監査人の監査

　　　平成２２年度　決算監査　　　　　　　　　 平成２３年　６月１５日～１７日

　　　平成２３年度　期中監査　　　　　　　　　 平成２３年１２月１２日～１４日

　　（５）部内監査

　　　第 １ 回 平成２３年　２月分　　出納監査 平成２３年　４月　８日

　　　第 ２ 回 平成２３年　３月分　　出納監査 平成２３年　５月１９日

　　　第 ３ 回 平成２２年度　　　　　総合監査 平成２３年　６月　８日

　　　第 ４ 回 平成２３年　４月分　　出納監査 平成２３年　７月２０日

平成２３年　５月分　　出納監査 　　　　　〃

　　　第 ５ 回 平成２３年　６月分　　出納監査 平成２３年　８月　８日

　　　第 ６ 回 平成２３年　７月分　　出納監査 平成２３年　９月　９日

　　　第 ７ 回 平成２３年　８月分　　出納監査 平成２３年１０月　６日

　　　第 ８ 回 平成２３年　９月分　　出納監査 平成２３年１１月　８日

　　　第 ９ 回 平成２３年度上半期　　総合監査 平成２３年１２月　７日

平成２３年１０月分　　出納監査 　　　　　〃

　　　第１０回 平成２３年１１月分　　出納監査 平成２４年　１月２０日

　　　第１１回 平成２３年１２月分　　出納監査 平成２４年　２月　６日

　　　第１２回 平成２４年　１月分　　出納監査 平成２４年　３月　７日

　　２　国保制度改善強化推進事業

　　　　国保制度の安定化を図るため、全国国保関係者と連携し、政府及び国会に対して行われる

　　　要請行動に参加した。

　　 (１)　国保制度改善強化全国大会の開催

　　日　時　平成２３年１２月　１日　午後１時３０分

　　場　所　東京都　日比谷公会堂

　　参加者　全国の市町村長など関係者　約1,000名（沖縄県参加者：１５名）

　　 (２)　国保制度改革のための陳情活動の実施
　　　国保制度改善強化全国大会終了後、市町村長を先頭に決議の実現に向け、厚生労働省班、総務省班、
　　財務省班、民主党班、自民党班、国会議員会館班に分かれて陳情活動を行った。特に国会で協議され
　　た審査支払機関のあり方に対して、「拙速な統合には断固反対する」との意志を示して関係者に訴え
　　た。



　　３　保険運営安定化対策事業

　　（１）育成指導・事業振興に関する事業

　　　　　国保を取り巻く情勢や実務的な情報を提供する目的で、各種会議及び研修会の開催並びに各地区

　　　　国保協議会等への参加、支援等を行った。

　　ア　国民健康保険運営協議会会長・同主管部長・課長合同会議　平成２４年２月２９日

　　イ　国保担当新任職員研修会（県健康増進課と共催）　平成２３年６月１日

　　ウ　市町村国保担当職員研修会　平成２４年２月１日

　　エ　市町村国保税（料）徴収担当者研修会　平成２３年１１月２２日

　　オ　国民健康保険事業推進幹事会の開催（年３回）

　　カ　九州地方都市国保協議会への派遣

　　キ　九州地方町村(組合)国保事務担当職員研修会への派遣

　　ク　全国市町村国保主管課長研究協議会への派遣

　　ケ　「おきなわの国保事業状況」（３５０部）　平成２３年１１月発刊

　　　　

（２）保健事業に関する事業

　　  市町村における保健事業の充実強化を図り、生活習慣病予防の推進に寄与するため、次の事業を実

施した。

　　ア　特定健診等費用決済業務、データ管理業務及び受診券等の発行業務

区　　　　分 件　数 （件） 金　額（円）

94,494 606,433,977

32,509 207,496,120

10,665 70,391,880

137,668 884,321,977

　　イ　特定健診・特定保健指導評価支援事業

　　　　市町村の保健師等が、特定健診等実施計画に基づき受診率等の数値目標の達成及び保健指導実

　　　践計画に基づく効果的な保健指導の実践並びに評価が体系的に行えるよう支援した。

　　ウ　保健師代表者会議

　　　　市町村で活躍する保健師の中から、沖縄県の保健事業を牽引するリーダーの育成と全市町村か

　　　ら提出された保健指導の事例を検討・分析して、市町村保健師等が実践に沿った保健指導が行え

　　　る資料を作成するため会議を開催した。

　　　　　　・熱中症対策のための資料作成

　　　　　　・沖縄の歴史と食文化

　　エ　市町村保健師等研修会

　　　・新任保健師研修会（県健康増進課と共催）　平成２３年６月２日～３日

　　　・保健師研修会・業務研究発表会（県健康増進課と共催）　平成２３年８月２４日～２５日

　　　・国保・後期・保健・福祉・介護担当課長並びに保健師合同会議　平成２３年７月１４日

　　オ　保健情報の提供【保健事業ネット】を活用した保健事業（平成２１年５月開始）

　　　　保健事業ネットにより、個人の健診データと医療（レセプト）データを突合することで、健康

　　　状況の経過を把握し、予防活動の実践が行えるよう情報及びデータを提供した。

　　カ　市町村が主催する健康まつり、福祉まつり等への協力（随時）

＜貸し出し状況＞

　・健康パネル（４保険者）　　・骨モニター（６保険者）　　・体力測定機材（１保険者）　　　　

　・のぼり（１保険者）

　特定健康診査

　後期高齢者健康診査

　４０歳未満健康診査

合　　　　計



　　４　国保広報共同事業（平成６年４月開始）

　　国保税（料）収納率向上及び特定健診受診率向上をはじめとする国保制度の趣旨を広く県民にＰＲする

　ため、テレビ及びラジオ放送を主とした広報活動を実施した。

（１）広報委員会の開催　　年４回　　　　　　広報委員会制作部会の開催　　年１回

（２）テレビ及びラジオを活用した広報

テレビ ◎３分間番組「がんじゅうタイム」の放送
番組放送  平成２３年　７月　～　平成２４年　３月

　ＯＴＶ　     毎週土曜日１３：５４　～　１３：５７　　３９回

　宮古ＴＶ　   毎週土曜日１１：５５　～　１１：５８　　３９回

　ＲＢＣ　     毎週日曜日１７：２５　～　１７：２８　　３９回

　石垣ｹｰﾌﾞﾙTV  毎週日曜日１１：２３　～　１７：２６　　３９回

　ＱＡＢ　　　 毎週火曜日１９：５４　～　１９：５７　　３９回
延べ　　１９５回

テレビ ◎１５秒・３０秒スポット（国保税（料）の納付促進　～永山　未来篇～）
ＣＭ放送 　平成２３年４月１日　～　５月３１日

　　　　　　１日×４回×２３日×５局(OTV、RBC、QAB、宮古TV、石垣ｹｰﾌﾞﾙTV)

　平成２３年１１月１日　～　３０日
　　　　　　１日×４回×　８日×３局(OTV、RBC、QAB) 延べ　　５５６回

　　　　　　　　　　

◎１５秒・３０秒スポット（特定健診・保健指導　～肥後　克広篇～）

　平成２３年６月１日　～　８月３１日

　　　　　　１日×４回×４２日×５局(OTV、RBC、QAB、宮古TV、石垣ｹｰﾌﾞﾙTV)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 延べ　　８４０回

◎１５秒・３０秒スポット（被保険者証更新　～前田　ロマーシア篇～）

　平成２４年３月１日　～　３１日

　　　　　　１日×４回×１６日×３局(OTV、RBC、QAB) 延べ　　１９２回

　　　　　　　　　　

ラジオ ◎２０秒スポット（国保税（料）の納付促進　～永山　未来篇～）
ＣＭ放送 　平成２３年４月１日　～　５月３１日

　　　　　　１日×３回×２５日×３局(RBC、ROK、FM沖縄)

　

　平成２３年１１月１日　～　３０日

　　　　　　１日×３回×１３日×３局(RBC、ROK、FM沖縄) 延べ　　３４２回

◎２０秒スポット（特定健診・保健指導　～肥後　克広篇～）

　平成２３年６月１日　～　９月３０日
　　　　　　１日×３回×８６日×３局(RBC、ROK、FM沖縄)

　　　　　　１日×１回×８６日×２局(FM宮古、FM石垣) 延べ　　９４６回

◎２０秒スポット（被保険者証更新　～前田　ロマーシア篇～）

　平成２４年３月１日　～　３１日
　　　　　　１日×３回×２１日×３局(RBC、ROK、FM沖縄) 延べ　　１８９回

　　　　　　　　　　

事業内容 実　　　　　施　　　　　状　　　　　況



（３）国保事業安定化推進運動

 ラジオ１日イベント 　特定健診・特定保健指導受診率向上、国保税（料）納付促進及
　平成２３年１０月２８日 び市町村で取り組んでいる健康づくり等について、広く県民に周

知させる事を目的に、ラジオ放送を活用した広報を行った。

 新聞広告 　国保事業安定化推進運動をアピールするため、県内４紙に広告
　平成２３年１０月３１日 を掲載した。（事前広告と再読広告）
　平成２３年１１月１０日

 国保がんじゅう講演会 　１１月の国保事業安定化推進運動月間にちなみ、平成２０年４

　平成２３年１１月　３日 月から始まった特定健康診査・特定保健指導における受診率向上

　場所：石垣市民会館 に重点を置いた県民の受診啓発を目的とした講演会を国保事業安

定化推進運動実行委員会の主催で開催した。

（４）ポスターの作成・配布

　　ア　特定健診・特定保健指導受診向上ポスター　４，２００枚　平成２３年６月

　　イ　国保事業安定化推進運動月間ポスター　４，０００枚　平成２３年１０月　

　　ウ　被保険者証更新のポスター　４，２００枚　平成２４年２月

（５）国保総合機関誌等の無償配布

　　ア　国保新聞　３１５部×月３回×１２ヶ月

　　イ　国民健康保険の実態　６４部

　　ウ　機関誌「沖縄の国保」　６３０部×４回

　　５　介護広報共同事業（平成１１年９月開始）

　　介護予防の重要性の啓発や介護予防関連事業の紹介、制度の趣旨普及について、テレビ・ラジオを

　活用して広域的な広報活動を実施した。

（１）　広報委員会の開催　　年４回

（２）　テレビ及びラジオ等を活用した広報

テレビ ◎３分間番組（介護予防の啓発・介護保険料納付促進　他７本）

番組放送 　平成２３年６月　～　平成２３年１１月

　ＯＴＶ　毎週土曜日１７：２５　～　１７：２８　　２６回

　ＲＢＣ　毎週日曜日１６：５３　～　１６：５６　　２６回 延べ　　　５２回

テレビ ◎１５秒・３０秒スポット（介護予防の啓発　～チアキ（しゃかり）篇～）

ＣＭ放送 　平成２３年１１月１日　～　３０日

　　　　　　１日×４回×２２日×２局＝(OTV、RBC) 延べ　　１７６回

　　　　　

ラジオ ◎２０秒スポット（介護予防の啓発　～チアキ（しゃかり）篇～）

ＣＭ放送 　平成２３年１１月１日　～　３０日

　平成２４年　３月１日　～　３１日

　　　　　　１日×４回×４０日×２局(RBC、ROK) 延べ　　３２０回

◎２０秒スポット（介護保険料納付促進　～チアキ（しゃかり）篇～）

　平成２３年１１月１日　～　３０日

　平成２４年　１月１日　～　３１日　　　　

　　　　　　１日×４回×２３日×２局(RBC、ROK)

　　　　　　１日×５回×２８日×２局(RBC、ROK) 延べ　　４６４回

実施年月・広報内容 概　　　　　　要

事業内容 実　　　　　施　　　　　状　　　　　況



　　６　第三者行為求償事務処理事業（昭和５９年４月開始）

　　第三者行為（交通事故等）によって生じた保険給付の適正化と国保財政の安定化を図るため、国民健康

　保険法第６４条第１項、高齢者の医療の確保に関する法律第５８条第１項及び介護保険法第２１条第１項

　に基づく損害賠償請求事務（自賠責保険、任意保険及び加害者直接請求）を実施した。

（１）処 理 状 況

制 度 区 分 請求件数（件） 請求金額（円） 収納金額（円）

国民健康保険 257 91,527,616 64,079,927

後期高齢者医療 127 121,619,846 66,863,389

介護保険 2 1,307,733 392,547

合　　計 386 214,455,195 131,335,863

　　※請求金額は、過失相殺前の額であり、収納金額は過失相殺後の収納金及び分割納付による

　　　納付金等である。

（２）保険者等への支援

　保険者及び都市国保協議会等が主催する研修会等へ参加し、請求方法や求償事例等の説明を行った。

（３）三者面談（加害者、保険者、本会）の実施

保 険 者 数 面 談 者 数

4 19名

　　７　レセプト点検事務共同事業（平成９年４月開始）

　　保険者等における医療給付の適正化を支援するため、保険者等の委託を受け実施した。

（１）事業の範囲

　　ア　レセプト縦覧点検

　　イ　レセプトの点検事務（資格も含む）

　　ウ　交通事故が疑われるレセプトの抽出　　

　　エ　結核・精神レセプトの抽出

（２）委託保険者

委託区分

国民健康保険 　２１保険者

後期高齢者医療 　南部地区及び離島市町村被保険者分

 （３）処　理　状　況

点 検 件 数 申出件数（過誤・再審査） 査定件数（過誤・再審査） 査定点数（過誤・再審査）

国民健康保険 376,274 12,806 6,774 7,779,794

後期高齢者医療 1,763,519 42,352 25,400 14,412,730

合　計 2,139,793 55,158 32,174 22,192,524

委託保険者数



　８　診療報酬審査支払事業（昭和５１年４月開始）

　医療技術の高度化等により、複雑・高点数化するレセプトの審査業務を適正かつ円滑に処理する

ため、審査業務のＩＴ化を図るとともに、増加する高点数レセプト等の重点審査を実施し、審査の

充実強化に努めた。

　また、審査業務が円滑に運ぶよう平成２３年１０月より国保総合システムを導入し、審査事務共
助体制の充実強化に努めた。

（１）国保及び後期高齢者医療審査支払業務の実施

　　ア　診療報酬審査委員会の開催

　　イ　入院及び高点数レセプト（8万点以上）の重点審査

　　ウ　二画面審査の実施（１５万点以上レセプトを対象）

　　エ　超高額レセプト（40万点以上）の特別審査委員会（国保中央会）への審査委託

　　オ　審査の事務共助

　　カ　保険医療機関等に対する請求事務の改善指導

　　キ　審査担当職員の資質向上を図るための各種研修会への参加及び開催

　　ク　審査委員会会長会議及び常務処理審査委員会議並びに歯科審査委員会議への派遣

　　ケ　レセプト電算処理システム及びレセプトオンライン請求の推進

年　　計 月 平 均 年　　計 月 平 均

平成２２年度 8,713,297 726,108 216,834,639,161 18,069,553,263

平成２３年度 8,991,596 749,299 225,939,478,028 18,828,289,835

増　　　　減 278,299 23,191 9,104,838,867 758,736,572

対前年度比 103.19％ 104.20％

（２）市町村レセプト点検担当者研修会の実施

（３）療養費の審査（特別療養費、海外療養費、治療用装具、その他）

（４）柔道整復療養費の審査支払

年　　計 月 平 均 年　　計 月 平 均

平成２２年度 131,919 10,993 575,160,956 47,930,079

平成２３年度 150,765 12,563 641,542,967 53,461,913

増　　　　減 31,048 1,570 215,319,715 5,531,834

対前年度比 114.29％ 111.54％

（５）出産育児一時金等の支払（平成２２年７月から早期支払を実施）

年　　計 月 平 均 年　　計 月 平 均

平成２２年度 12,410 1,034 4,910,475,895 409,206,324

平成２３年度 11,958 996 4,740,905,667 395,075,472

増　　　　減 31,048 △ 38 215,319,715 △ 14,130,852

対前年度比 96.36％ 96.55％

確　　定　　件　　数　(件） 診 療 報 酬 支 払 額　(円）

決　定　件　数　(件） 　決　定　金　額　　(円）

件　　　数　　(件） 支　 払　 額　(円）



　　９　保険者事務電算共同処理事業・後期高齢者医療事務電算処理事業

　（１）国保電算共同処理事業（昭和５９年１０月開始）

ア　被保険者台帳異動処理関係 ア　被保険者証作成処理関係

イ　レセプト資格確認処理関係 イ　医療費通知書作成処理

ウ　諸資料作成処理関係

エ　診療報酬明細書及び帳票管理関係 エ　保険者対応システム 

オ　データ作成業務

　（２）後期医療事務電算処理事業（平成20年4月開始）

ア　被保険者台帳異動処理関係 ア　データ作成業務

イ　レセプト資格確認処理関係

ウ　諸資料作成処理関係

　（３）「医療情報ネット」の開発・改修（平成１９年１０月開通）

　（４）「高額医療・高額介護合算処理（平成２１年度分）」（平成２３年７月本算定開始）

　（５）国保総合システム本稼働（平成２３年１０月）

　１０　保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業

　　国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）附則第２６項の規定に基づき、国民健康保険の

　財政の安定化と市町村国保間の保険税（料）の平準化を図るため、保険財政共同安定化事業・高

　額医療費共同事業並びに関連する事業を実施した。（対象：医師国保組合を除く市町村保険者）

　（１）保険財政共同安定化事業（平成１８年１０月開始）

　１件３０万円超のレセプトについて、８万円を超え８０万円までの部分の５９／１００相当額を

交付する。

　（２）高額医療費共同事業（昭和５９年４月開始）

　１件８０万円超のレセプトについて、８０万円を超える部分の５９／１００相当額を交付する。

　（３）超高額医療費共同事業（平成７年１０月開始）

　国保中央会が主体となり、４２０万円超レセプトの発生状況に応じて連合会に交付金を交付する。

（d)-(c） (d)-(b)
円 円 円 円 円 円

33,610,000 88,509,288 122,119,288 92,216,669 △ 29,902,619 3,707,381

　（４）小規模保険者等支援特別交付金（平成１７年度より実施）

　高額医療費共同事業の交付金が、拠出金額の１/２（市町村実負担額）に満たない保険者を対象に、

差額分を交付する事業。

対象保険者数 交　付　額
円

4 3,357,028

一 般 事 務 処 理 特 別 事 務 処 理

ウ　ジェネリック差額通知書作成処理

一 般 事 務 処 理 特 別 事 務 処 理

　　　拠出金額（円） 交付決定件数（件） 交付決定額（円）

5,306,303,864 17,775 5,306,303,864

イ　ジェネリック差額通知書作成処理

　　　拠出金額（円） 交付決定件数（件） 交付決定額（円）

23,966,545,751 99,273 23,966,545,751

国保中央会への拠出金（c）
交付金（d）
「124件」

差引額(e)
連合会拠出金と
交付金との差額

(f)国庫補助金(a) 連合会拠出金(b)
合計（c）
（a)+(b）



　１１　介護保険関係事業（平成１２年４月開始）

（１）介護保険審査支払業務の実施

　　介護給付費の適正な審査と迅速な支払に努めました。

　　ア　介護給付費審査委員会（医療部会・審査部会）の開催

　　イ　サービス事業者等に対する請求事務の指導及びＩＴ化の推進
　　ウ　介護（介護予防を含む）給付費の審査支払

年　　計　　(件） 月 平 均　（件） 年　　計　　（円）

1,088,064 90,672 74,359,472,157

1,163,664 96,972 78,330,474,864

75,600 6,300 3,971,002,707

106.95% 105.34%

（２）介護サービス苦情処理業務の実施

　　介護サービスの苦情処理においては、県や市町村等関係機関と連携・協力を図り、苦情処理業

　務が円滑に行えるようにした。

　　ア　介護サービス苦情処理委員会の開催

　　イ　平成２２年度における介護サービスに係る苦情相談事例集の発刊・配付

　　ウ　関係機関との連携・協力

（３）保険者事務共同処理事業

　　ア　一般処理及び特別処理の実施

　　イ　介護給付適正化対策事業の支援

　　ウ　高額医療・高額介護合算業務の実施

（４）介護職員処遇改善交付金支払業務の実施

　１２　障害者自立支援関係事業（平成１９年１０月開始）

（１）障害介護給付費支払業務の実施

　　市町村との連携を図り、迅速かつ確実な給付費の請求支払に努めた。

　

（２）過誤調整業務の実施

（３）全国決済業務の実施

（４）福祉・介護人材処遇改善助成金支払業務の実施

給付明細書審査支払件数 審 査 支 払 確定 額

月 平 均　（円）

対前年度比

交付金決定件数（件） 交付金支払確定額（円）

平成２２年度 6,196,622,679

平成２３年度 6,527,539,572

増　　　減 330,916,893

増　　　減 △ 12,120 △ 25,795,529

対前年度比 97.53% 98.24%

平成２２年度 490,119 1,468,708,138

平成２３年度 477,999 1,442,912,609

障害介護給付費

給付費決定件数（件） 給付費支払確定額（円）

平成２３年度 146,558 20,691,726,369

平成２２年度 126,538 18,483,993,864

増　　　減 20,020 2,207,732,505

福祉・介護処遇改善助成金(再掲）

助成金決定件数（件） 助成金支払決定額(円）

平成２２年度 120,337 607,829,410

対前年度比 115.82% 111.94%

対前年度比 113.03% 110.45%

平成２３年度 136,021 671,334,704

増　　　減 15,684 63,505,294



　１３　母子保健健康診査費審査支払事業（平成９年９月開始）

　　市町村における母子保健健康診査事業の円滑な推進と事務負担を軽減するため、市町村からの委託を受

　けて審査支払事業を実施した。

　  （１） 審査支払状況

平成21年4月から開始

平成23年4月から開始

平成23年4月から開始

　１４　沖縄県保険者協議会（平成１７年１０月設置）

　　沖縄県内の各医療保険者が連携協力して、地域における保健事業等を推進し、被保険者等の健康保持、

　増進を図るとともに、医療保険者の円滑な事業運営に資することを目的とする。

（１）保険者協議会の運営

　　ア　保険者協議会　　２回

　　イ　企画総務部会　　４回

　　ウ　保健活動部会　　４回

（２）特定保健指導研修会　　　４回

妊婦健康診査（５回）　 80,585 521,575,000

区　　　分 件　　　数　　(件) 金　　　額　（円） 備考

妊婦健康診査（９回）　 114,979 805,570,250

ＨＩＶ／風疹／クラミジア検査　　 18,824 96,292,780

ＨＴＬＶ－Ｉ検査　　 14,801 33,894,290

３歳児精査　 1,167 1,971,792

１歳６ヶ月児精査　 461 780,830

乳児精査　 934 2,137,642

合　　　計 231,751 1,462,222,584

テーマ 講　　　　　師

第１回

①保健指導の評価について

熊谷 勝子氏（本会保健事業顧問）
②事例に基づく保健指導の実践

第２回

①栄養関係の歴史と法律

鈴木　祐子氏（管理栄養士）②メタボリックの事例を用いて食品交換表の検
証を行う

第３回

①糖尿病治療台帳を作成して、みえてきた課題
の整理 熊谷 勝子氏（本会保健事業顧問）

②保健指導事業計画

第４回

①平成２４年度特定健診実施計画化に向けて

熊谷 勝子氏（本会保健事業顧問）
②医療受診勧奨事例



　　（（３）特定健診・特定保健指導等の推進

　　ア　まちかど健診の実施

　　（ア）まちかど健診事業記者発表

　　　　　日　時　10月26日(水）13時30分～14時

　　　　　内　容　特定健診受診率向上対策及び健診受診の必要性について

　　（イ）那覇エリア

　　　　　日　時　10月29日(土）9時30分～15時

　　　　　場　所　サンエー那覇メインプレイス(３階、４階、５階エントランスホール）

　　　　　機関名　那覇市医師会生活習慣病検診センター

　　　　　受診者　１７１名(協会けんぽ１３６名、市町村国保等３５名）

　　（ウ）南部エリア

　　　　　日　時　11月5日(土）10時～15時

　　　　　場　所　サンエーつかざんシティ(イベント広場）

　　　　　機関名　とよみ生協病院

　　　　　受診者　１１５名(協会けんぽ９３名、市町村国保等２２名）

　　（エ）中部エリア

　　　　　日　時　11月19日(土）10時～15時

　　　　　場　所　サンエー具志川シティ(イベント広場）

　　　　　機関名　中部地区医師会検診センター

　　　　　受診者　１１４名(協会けんぽ９３名、市町村国保等２１名）

　　イ　ラジオ広報事業

　　（ア）ラジオスポットＣＭ【特定健診・長寿健診】の放送

　　　　　放送期間　　２７日間：平成２３年１０月１５日(土）～１１月２２日(火）※３社(RBC、ROK、FM沖縄）

　　　　　再放送期間　３１日間：平成２４年３月１日(木）～３月３１日(土）※３社（RBC、ROK、FM沖縄）

　　ウ　特定健診・長寿健診受診率向上のためのチラシ等の作成・配布

　　（ア）「まちかど健診」ＰＲ用ポスター　　　1,200枚

　　（イ）「まちかど健診」ＰＲ用チラシ　　　225,000枚

　　（ウ）「特定健診・長寿健診受診勧奨」シール　　　　 15,000枚

　　（エ）「特定健診・長寿健診受診勧奨」マグネットシート　500枚

　１５　刊　行　物　一　覧　表

部　　数 担　当　課

（１） ３００ 総　務　課

（２） ３５０ 事　業　課

（３） ３００ 〃

（４） ２，５２０ 〃

（５） ４，０００ 〃

（６） ４，２００ 〃

（７） ４，２００ 〃

（８） ４８０ 〃

（９） １５０ 〃

（１０） ６００ 情報・介護課

慢性腎臓病（ＣＫＤ）等生活習慣病予防対策検討会報告書

刊　　行　　物　　名

国保連合会ガイドブック

おきなわの国保事業状況

平成２３年度における介護サービスに係る苦情相談事例集

機関誌「沖縄の国保」（年４回）

国保事業安定化推進運動月間用ポスター

被保険者証更新ポスター

特定健診・特定保健指導受診率向上ポスター

未受診者対策用パネル

平成２３年度受診勧奨（健診・医療）対策連絡会報告書



（歳　　入）

　　　　　　　　区  分

収入率

会 計 別 （％）

1 505,727,000 494,072,199 △ 97.70

2 126,351,304,000 118,633,253,246 △ 93.89

（ 業 務 勘 定 ） 617,800,000 664,998,103 107.64

（ 国 保 支 払 勘 定 ） 116,560,278,000 110,147,936,241 △ 94.50

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 3,377,225,000 3,079,413,235 △ 91.18

（出産育児一時金等支払勘定） 5,796,001,000 4,740,905,667 △ 81.80

3 119,301,143,000 113,268,678,077 △ 94.94

（ 業 務 勘 定 ） 540,281,000 547,632,128 101.36

（ 後 期 医 療 支 払 勘 定 ） 118,257,277,000 112,274,935,762 △ 94.94

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 503,585,000 446,110,187 △ 88.59

4 29,428,617,000 29,430,259,012 100.01

5 1,035,527,000 1,004,069,413 △ 96.96

6 84,091,793,000 80,073,849,767 △ 95.22

（ 業 務 勘 定 ） 1,875,612,000 1,743,261,105 △ 92.94

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 80,866,635,000 77,036,532,519 △ 95.26

（ 公 費 負 担 医 療 等 勘 定 ） 1,349,546,000 1,294,056,143 △ 95.89

7 22,567,248,000 20,731,519,761 △ 91.87

（ 業 務 勘 定 ） 37,643,000 39,793,392 105.71

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 22,529,605,000 20,691,726,369 △ 91.84

8 3,522,447,000 3,487,425,170 △ 99.01

9 1,597,921,000 1,484,939,313 △ 92.93

10 11,659,000 11,676,312 100.15

388,413,386,000 368,619,742,270 △ 94.90

◎平成２３年度　歳入歳出決算総括表

（単位：円）

歳入歳出予算

歳入決算

収入済額 予算との比較
構成割合

（％）

47,198,103 0.18

6,412,341,759 29.88

297,811,765 0.84

一 般 会 計 11,654,801 0.13

診 療 報 酬 審 査 支 払 特 別 会 計 7,718,050,754 32.18

5,982,341,238 30.46

57,474,813 0.12

保険財政共同安定化事業・高額医
療 共 同 事 業 特 別 会 計

1,642,012 7.98

1,055,095,333 1.29

後期高齢者医療関係業務特別会計 6,032,464,923 30.73

7,351,128 0.15

132,350,895 0.47

3,830,102,481 20.90

55,489,857 0.35

特定健康診査・特定保健指導
等 関 係 業 務 特 別 会 計

31,457,587 0.27

介護保険事業関係業務特別会計 4,017,943,233 21.72

国 保 高 齢 者 医 療 制 度 円 滑
導 入 基 金 事 業 特 別 会 計

35,021,830 0.95

母子保健健康診査費審査支払
特 別 会 計

112,981,687 0.40

障害者自立支援事業特別会計 1,835,728,239 5.62

2,150,392 0.01

1,837,878,631 5.61

保険者協議会関係業務特別会計 17,312 0.00

歳　入　合　計 19,793,643,730 100.00



（歳　　出）

　　　　　　　　区  分

構成割合

会 計 別

1 485,710,707 20,016,293 0.13

2 118,512,909,804 7,838,394,196 32.17

（ 業 務 勘 定 ） 553,689,734 64,110,266 0.15

（ 国 保 支 払 勘 定 ） 110,139,418,432 6,420,859,568 29.90

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 3,078,895,971 298,329,029 0.84

（出産育児一時金支払勘定） 4,740,905,667 1,055,095,333 1.29

3 113,222,385,345 6,078,757,655 30.72

（ 業 務 勘 定 ） 501,339,728 38,941,272 0.14

（ 後 期 医 療 支 払 勘 定 ） 112,274,935,762 5,982,341,238 30.46

（ 公 費 支 払 勘 定 ） 446,109,855 57,475,145 0.12

4 29,419,818,761 8,798,239 7.98

5 966,422,257 69,104,743 0.26

6 80,060,339,471 4,031,453,529 21.72

（ 業 務 勘 定 ） 1,729,864,607 145,747,393 0.47

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 77,036,457,097 3,830,177,903 20.90

（ 公 費 負 担 医 療 等 勘 定 ） 1,294,017,767 55,528,233 0.35

7 20,726,975,652 1,840,272,348 5.62

（ 業 務 勘 定 ） 35,249,283 2,393,717 0.01

（ 給 付 費 支 払 勘 定 ） 20,691,726,369 1,837,878,631 5.61

8 3,486,289,426 36,157,574 0.95

9 1,482,726,056 115,194,944 0.40

10 10,839,234 819,766 0.00

368,374,416,713 20,038,969,287 100.00

◎全会計歳入決算額 円

歳出決算額 円

差引残額　 円

（単位：円）

歳出決算
歳入決算額と
歳出決算額の
差引残額支 出 済 額 予算との比較

執行率

（％）

89.62 111,308,369

94.49 8,517,809

91.17 517,264

一 般 会 計 96.04 8,361,492

診 療 報 酬 審 査 支 払 特 別 会 計 93.80 120,343,442

94.94 0

88.59 332

保険財政共同安定化事業・高額医
療 共 同 事 業 特 別 会 計

99.97 10,440,251

81.80 0

後期高齢者医療関係業務特別会計 94.90 46,292,732

92.79 46,292,400

92.23 13,396,498

95.26 75,422

95.89 38,376

特定健康診査・特定保健指導
等 関 係 業 務 特 別 会 計

93.33 37,647,156

介護保険事業関係業務特別会計 95.21 13,510,296

国 保 高 齢 者 医 療 制 度 円 滑
導 入 基 金 事 業 特 別 会 計

98.97 1,135,744

母子保健健康診査費審査支払
特 別 会 計

92.79 2,213,257

障害者自立支援事業特別会計 91.85 4,544,109

93.64 4,544,109

91.84 0

368,619,742,270

368,374,416,713

245,325,557

保険者協議会関係業務特別会計 92.97 837,078

歳　出　合　計 94.84 245,325,557


